
23 
 

 

 

 

 

 

 
 



24 
 

基 本 理 念 

つ
な
ぎ
、
創
る
・
し
な
や
か
な
未
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豊
か
な
つ
な
が
り
と
誇
り
の
ま
ち 

響
き
あ
う
北
部
の
中
核
都
市 

新
し
い
時
代
の
小
さ
な
世
界
都
市 

共
生 

人
、
自
然
、
地
域
が
共
に
手
を
取
り
あ
う
ま
ち 

自
治 

わ
た
し
が
わ
た
し
ら
し
く
輝
き
は
ば
た
け
る
ま
ち 

協
働 

様
々
な
領
域
を
越
え
て
集
ま
り
大
き
く
響
き
あ
う
ま
ち 

（1）支え合いのあるまちづくり 

【健康・福祉】 

（2）育みと学びのあるまちづくり 

 【子育て・教育】 

 

（3）楽しみのあるまちづくり 

     【文化・交流】 

（4）活力のあるまちづくり 

 【産業振興】 

（5）暮らしやすいまちづくり 

 【都市基盤・生活環境】 

（6）安全・安心なまちづくり 

 【防災・安全】 

（7）基地問題への対応【基地】 

●全体を支えるための体制づくり 

【行財政】 

基 本 構 想 

基 本 方 針 
求められる 

名護市の役割 
まちづくりの 

テーマ 

 

 

 

  

1 施策体系表 

第 1 章  

政策・施策の展開 

第 3 部 
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政策１ 

施策 1   健康づくりの推進 

施策 2   高齢者への支援 

施策 3   障がい者（児）への支援 

施策 4   誰もが安心して暮らせるまちづくりの推進 

施策 5   社会保障等の充実 

施策 1   児童・子育て家庭への支援 

施策 2   家庭教育と幼児教育の充実 

施策 3   青少年の健全育成 

施策 4   学校教育の充実 

施策 1   社会教育の充実 

施策 2   地域コミュニティの活性化 

施策 3   スポーツ・レクリエーション活動の充実 

施策 4   芸術・文化活動の充実 

施策 5   交流の推進 

施策 6   人権や多様性の尊重 

施策 1   観光の振興 

施策 2   農業の振興 

施策 3   林業・漁業の振興 

施策 4   商工業の振興 

施策 5   雇用の創出と就労支援の充実 

施策 1   自然と共生するまち 

施策 2   道路・交通ネットワークの充実 

施策 3   快適な居住環境の整備 

施策 4   上・下水道の充実 

施策 5   環境にやさしい循環型社会の構築 

施策 1   安全・安心なまちづくりの推進 

施策 2   防災・救急体制の充実 

 

施策 1   基地問題への対応 

 

基 本 計 画 

施 策 政 策 

一 時代に即した質の高い行政サービスの提供 

一 持続可能な財政基盤の確立 

一 戦略的な情報発信 

 

政策４ 

政策５ 

政策７ 

政策３ 

政策２ 

政策６ 
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基本計画は、第 5 次名護市総合計画・基本構想に掲げられた「まちづくりのテーマ」、「求めら

れる名護市の役割」を踏まえ、「まちづくりの基本理念」及び「まちづくりの基本方針」を実現す

るために、本基本構想を政策・施策・主な取組み内容などに具現化し、体系的に示したものです。 

なお、本基本計画の期間は、構想期間の 10 年間の前期 5 年間とします。 

 

 

本計画では 8 つの分野における「まちづくりの基本方針」と、それぞれの分野ごとに基本施策

を設定しています。こうして取りまとめた基本施策を推進するにあたり、どのような主体がどの

ようにつながり実行していくかを、施策ごとにダイアグラムで示しています。更に、施策同士の

つながりも整理し、それぞれの分野における関係性もダイアグラムで表現しています。計画の実

行に向けてどのような主体がつながっているかを示すことで、計画の推進を図ります。 

なお、国及び県については、市が事業を実施する上で補助事業や法的規則等の調整など各分野

において、各分野ごとに連携しているため、ダイアグラムへの記載はしておりません。ただし、

施策を推進していく上でより密接な連携が図られている施策については、表記しています。 

 

 

 

 

  

1 計画の趣旨 

2 計画の特徴 

第 2 章  

基本計画の概要 
第 3 部 
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基本計画各論では、7 つの政策と、全体を支えるための体制づくり、及びそれぞれの基本施策を

示しています。 

ダイアグラムの凡例を以下に示します。 

  

第 3 章  

基本計画各論 
第 3 部 
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